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図表2　インボイス制度

　適格請求書とは、「売手が、買手に対し正確な適用税率や消費税額等を伝えるための手段」であり、一定

の事項（①適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び登録番号、②取引年月日、③取引内容（軽減税率の対

象品目である旨）、④税率ごとに区分して合計した対価の額（税抜き又は税込み）及び適用税率、⑤消費税

額等（端数処理は一請求書当たり、税率ごとに１回ずつ）、⑥書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称）が

記載された請求書や納品書その他これらに類する書類をいいます。
※　請求書や納品書、領収書、レシート等、その書類の名称は問いません。

１　適格請求書とは

　令和5年10月１日から、複数税率に対応した消費税の仕入税額控除の方式として適格請求書等保存方式

（いわゆるインボイス制度）が導入されます。適格請求書等保存方式の下では、税務署長に申請して登録を

受けた課税事業者である「適格請求書発行事業者」が交付する「適格請求書」（いわゆるインボイス）等の

保存が仕入税額控除の要件となります。

●　適格請求書を交付できるのは、適格請求書発行事業者に限られます。

●　適格請求書発行事業者となるためには、税務署長に「適格請求書発行事業者の登録申請書」（以下「登

録申請書」といいます。）を提出し、登録を受ける必要があります。なお、課税事業者でなければ登録を

受けることはできません。

※　適格請求書発行事業者は、基準期間の課税売上高が1,000万円以下となった場合であっても免税事業者にはならず、消費税及

び地方消費税の申告義務が生じますのでご注意ください。

2　適格請求書発行事業者登録制度

登録申請のスケジュール

　登録申請書は、令和3年10月１日から提出可能です。適格請求書等保存方式が導入される令和5年10

月１日から登録を受けるためには、原則として、令和5年3月31日まで（ただし、困難な事情がある場

合には、令和5年9月30日まで）に登録申請書を提出する必要があります。

～適格請求書発行事業者の申請から登録まで～
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通知される登録番号の構成は、以下のとおりです。

事業者は以下の事項をインターネットを通じて確
認できます。
•適格請求書発行事業者の氏名又は名称
•登録番号、登録年月日（取消、失効年月日）
•法人の場合、本店又は主たる事務所の所在地

上記のほか、事業者から公表の申出があった場合には
•個人事業者：主たる屋号、主たる事務所の所在地
•人格のない社団等：本店又は主たる事務所の所在地

•法人番号を有する課税事業者
　Ｔ＋法人番号
•上記以外の課税事業者（個人事業者、人格のない社
　団等）
　Ｔ＋ 13桁の数字

令和元年10月１日から令和5年9月30日までの間の仕入税額控除の方式は、区分記載請求書等保存方式です。

（国税庁ホームページ等をもとに作成）


